
Ⅰ B3 日本企業における 技術戦略文書作成の 実態 

0 吉田孝志㎝ 本 電気 ), m 出 藍㎝ 本 電信電話 ) 

Ⅰ はじめに 

技術経営分科会研究ワーキンババルーフ 1 

(MOT 一 WG l ) [lN は「革新的研究開発の 

ための構想提案 力 ・目標設定力に 関する調査」 

と題したアンケート 調査を実施した [2], アン 

ケートの「長期戦略の 立案」の部では 日本企 

業の持つ長期戦略文吾の 作成過程や記載事項 

について質問を 行った 

調査では、 標準的な企業は 4 種類の戦略文 

書を持つと想定した ( 図 1 )- 会社の経営戦略 

ほ ついては「 会 社経営戦略文書」、 同じく技術 

戦略については「金性技術戦略文書」、 事業部 

あ るいは特定の 技術分野の経営戦略について 

は「分野経営戦略文書」、 同じく技術戦略につ 

いては「分野技術戦略文書」であ る，集計結 

果のうち、 全社経営戦略文善に 関するものは 

山田 [3] が報告している - 本研究では分野技術 

戦略文書に関する 集計結果を報告し、 考察を 

加える     

図 1  戦略文書の相互関係 
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2  調査対象 

研究・技術計画学会の 個人会員のうち 民間 

企業に所属している 者、 並びに法人会員のう 

ちの民間企業で 学会代表者として 登録されて 

いる者に対してアンケートを 郵送し、 記入後 

返送してもらった ，調査期間は 1 9 9 8 年 2 

月 - 3 1 3 名に質問票を 郵送し 、 う ち 1 3 7 

名 ( 回答率 4 4%) から有効な回答が 得られ 

た」 

回答者の属性の 概要を表 1 に述べる 所属 

する企業の業種は、 製造業のほ ほ 全業種があ 

げられていた 回答者の所属部門は、 本社が 

表 1  回答者の属性の 概要 

l 回答者の所属部門   

1 本社 @  58  人 l 42%  1 

1 会社研究所 @  59  人 l 43%  1 

事業部、 事業部研究所、 工場 17 人 13% 
その他 / 無 回答 3  人 2% 

回答者の所属部門の 役割 

研究企画管理 74  人 54% 

一般管理 Ⅰ 人 Ⅸ 

経営企画 6  人 4% 

基礎研究 4  人 3% 

1 応用研究 29  人 21% 

Ⅱ設計Ⅰ製品開発   10 人 l 7%] 
l 製造 @  3  人 @  2%  1 
  営業販売 3 人 2% 

その他 / 無 回答 7  人 5% 

回答者の所属部門が 扱 う 技術・製品のライフ 
サイクル 

l 1 年未満 @  2 人 l 1 冊 l 

1 年以上 2 年未満 4  人 3% 

2 年以上 5 年未満 25 人 18% 

5 年以上 1 0 年末満 38  人 28% 

1 0 年以上 2 0 年未満 32  人 ・ 23% 

2 0 年以上 ば人 9%w, 

無 回答 l Ⅲ 人 l ⅣⅡ 
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4 2% 、 全社研究所が 4 3% で、 この二 つで 

大部分を占めた 回答者の所属部門の 役割は 

「研究企画管理」が 5 4% 、 「経営企画」「一 

般管理」の一般的な 企画および管理業務に 携 

わる者が 5% 、 「基礎研究」「応用研究」「設計 

Ⅰ製品開発」「製造」の 一連の研究開発業務に 

携わる者が 3 3% 、 などだった - 回答者の所 

属する部門の 扱う製品・技術のライフサイク 

ルの年数は、 5 年以上 1 0 年未満の数字を 答 

えた者が 2 8% で最も多かった ， 

質問の対象としたのは 回答者が所属する 部 

門の分野技術戦略文書についてのみであ り、 

所属部門以外の 状況については 質問の対象に 

は 含まれていない 分野技術文書に 関する質 

問事項は表 2 にあ げた通りであ る 分野技術 

戦略文書の記載事項の 質問 ( 問 5) と、 周知 

される内容の 質問 ( 問 8 一 2) では、 1 9 の 

選択肢の中から 項目を選択してもらった 回 

答 者が文書に記載すべきと 考えている事項の 

質問 ( 問 7) では、 同一の選択肢から、 現実 

に記載があ るかどうかにかかわりなく 8 項目 

まで選択してもらった ， 

3  群 査 結果 

調査結果を表 2 に示す - 

分野技術戦略文書の 有無および文書の 位置 

づけ ( 問 1 ) については、 7 割以上が何らか 

の形の分野技術戦略文書を 作成していると 回 

答した 作成担当部門 ( 問 2) は、 「企画部」 

「部門長とそのスタッフ」「暫定的戦略策定 組 

織 」の順に多かった 

文書が目標とする 期間 ( 問 3) は、 「 5 年間」 

が最も多かった 一部に「 2 0 0 0 年」とい 

った、 将来の特定の 時点を目標とするもの i, 
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文書の記載事項 ( 問 5) では、 記載率 7 5% 

以上が「重点領域の 特定・新領域の 提案」「研 

究開発の目標期間」「研究開発の 実施部門」、 

記載率 4 0% 以下が「社内ベンチャ 一等の計 

画 」「他社・大学等との 連携計画」「短期アク 

ションフラン」「従来の 実績」「競合他社の 研 

究開発状況」だった ， 

分野技術戦略文書は 業務に役立っているか 

( 問 6) との問いに対しては、 全体の 5 3% 

が「文書に基づいて 業務を遂行している」、 2 

0% が「影響を与えている」、 2% が「あ まり 

役立っていない」と 回答した， 

回答者が文書に 記載すべきであ ると考えて 

いる事項 ( 問 7) は、 実際の記載事項とほほ 

同一だった 目立った違いとしては、 「対象市 

場規模・市場の 成長性」「事業貢献の 目標」な 

どを記載するべきとする 率が現実の記載率よ 

りも高かった 

文書の内容を 周知させる方法 ( 問 8 一 1 ) 

は「文書として 配布」「ラインを 通じてロ頭で 

伝達」が多かった ，周知される 内容 ( 問 8 一 

2) は実際の記載事項とほほ 同じだったが、 

目立った違いとしては「中長期研究開発投資 

の規模」「中長期人員計画」を 周知させるとす 

る比率が現実の 記載率よりも 低かった - 

 
 術

 
戦
 

 
 

と
 

各
 
m
 
」
 

戦
 

 
 

察
 

考
 
1
 

4
4
 

チヤンドラーは 戦略の定義を「一企業体の 

基本的な長期目標を 決定し、 これらの諸目的 

を遂行するために 必要なアクションの 道筋」 

としている [4]  ところが、 今回調査した 分野 

技術戦略文書には、 「戦略」というよりもむし 

ろ 「戦術」に分類されるような 事項も併せて 

記載されていろ 例えば表 2 一間 5 の結果に 

示されていろ、 「 ( 次 ) 年度研究開発計画」 
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表 2  調査結果 

( 問 1) あ なたの所属部門には 分野技術戦略 

文書が存在しますか．存在する 場合、 それは 
何と呼ばれていますか。 
会 社経営戦略文書と 整合を取っ 76 人 5% 
て 、 分野技術戦略文書が 作成さ 

れている 

会社経営戦略文書とは 整合を取 6 人 4% 
らず、 分野技術戦略文吾が 作成 
されている 

分野技術戦略文書のみ 作成され 
ている   0  人   4% 
( 文吾の名称のみ 回答した者 )  14 人 1 ㎝ 

な い 26  人 19% 

無 回答 10 人 7% 

( 問 2) 分野技術戦略文書を 作成したのは、 
あ なたの所属部門の 何とか ぅ 組織 ( 部門 ) で 
すか，   
企画部 42 人 31% 

  部門長とそのスタッフ 33 人 24 冊 

1 暫定的戦略策定組織 15 人 llw, 

1 その他   13  人 @  10%  1 
わからない、 無回答 @  34  人 l2% 
( 問 3) 分野技術戦略文書には おょ そ何年先 

までの目標が 記載されていますか       

1 年未満 0  人 0% 

1 年 以上 2 年未満 6  人 4% 

  2 年以上 5 年未満 34  人 25% 

5 年以上 1 0 年未満 38  人 28% 

1 0 年以上 2 0 年未満 18  人 13% 

2 0 年以上 0  人 0% 

2000 年、 2003  年、 2005  年 6  人 4% 

無 回答 35 人   26% 

( 問 4) 分野技術戦略文書は 何年おきに見直 
されていますか。 

1 年未満 1 人 1% 

1 年以上 2 年未満 06 人 41 冊 

2 年以上 3 年未満 9  人 7% 

1 3 年以上 5 年未満 l 24 人 l 18 冊 1 

4 5 年以上 l .2 人 @ 1 ㎎ l 

その他 5 人 T% 

不定期 10 人 7 帖 

無 回答 30  人 22% 

( 問 5) 分野技術戦略文書には 何が記載され 
ていますか - ( 複数回答 ) ( 米 1) 

対象市場規模・ 市場の成長性 60 人 61", 

事業貢献の目標 57 人 5H.x, 

Ⅰ従来の実績 @     け火 l3 ㎝ ， 1 

重点領域の特定・ 新領域の提案 84 人 8% 

新製品・新技術の 時系列展開 ( ロ 68 人 69% 
ードマップ ) 

知的財産・学術論文等に 関する 42 人 42% 
推進計画 
研究開発の目標期間 78  人 79% 

研究開発の実施部門 76  人 77% 

成果の事業部等への 移管計画 42 人 42% 
社内ベンチヤ 一等の計画 @  6 人 l   
中長期研究開発投資の 規模 66  人 

中長期人員計画 68  人 
他社・大学等との 連携計画 36 人 

( 次 ) 年度研究開発計画 71 人 

( 次 ) 年度研究身計画 61 人 

( 次 ) 年度人員計画 @  57 人 l 

  
6% 

67% 

69% 

36% 

72% 

62% 

58% 

1 短期アクションフラン   37  人 l 37%  1 
その他 3  人 3% 

( 問 6) 分野技術戦略文音はあ なたの業務の 
遂行に役立っていますか。 

文書に基づいて 業務を遂行して 72 人 53% 
いる 

227 人 2 ㎝ 

あ まり役立っていない 

  
ならば、 何を記載すべきと 考えますか。 ( 複 
数 回答、 8 項目まで ) ( 米 2) 
対象市場規模・ 市場の成長性 85 人 7 舐 

事業貢献の目標 79  人 7 ㎝ 

l 従来の実績 @  22  人 @ 19%  l 

競合他社の研究開発状況 菊入 4 ㎝ 

重点領域の特定・ 新領域の提案 86 人 76% 

新製品。 ・新技術の時系列展開 ( ロ 72 人 64% 
一ド マップ ) 

知的財産・学術論文等に 関する 30 人 27% 

推進計画 

短期アクションフラン 

1 そ ( り他   2 人 l ラ弓 

  競合他社の研究開発状況   10、・ 10% 
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( 問 8 一 1) 公式な分野技術戦略文書の 内容 

を組織内で周知させるために、 何か方法が取 
られていますか r   W 複数回答 ) ( 米 3) 

文書として配布 67  人 60% 

ラインを通じてロ 頭で伝達 61 人 55% 

社長や役員から 口頭で伝達 19  人 17% 

マスコミを通じて 間接的に伝達 1 人 1% 

その他の方法 11 人 10% 

( 問 8 一 2) どの項目が周知されますか。 ( 中夏 

数 回答 ) ( 氷り 

  対象市場規模・ 市場の成長性 34 人 56% 

事業貢献の目標 31 人 51% 

従来の実績 23  人 38% 

  競合他社の研究開発状況 16 人 26% 

重点領域の特定・ 新領域の提案 拓人 74% 

新製品・新技術の 時系列展開 ( ロ       56% 
ードマップ ) 

推進計画 知的財産・学術論文等に 関する   l3 人   21%   
研究開発の目標期間 43  人 7 ㎝ 

研究開発の実施部門 41 人 67w, 

成果の事業部等への 移管計画 23 人 38% 
社内ベンチャ 一等の計画 2  人 3 冊 

中長期研究開発投資の 規模 28  人 46% 

中長期人員計画 21 人 34% 

他社・大学等との 連携計画 14  人 ， 23% 

( 次 ) 年度研究開発計画 35  人 57% 

( 次 ) 年度研究費計画 25 人 41% 

( 次 ) 年度人員計画   16  人 @ 226%  1 

1 短期アクションブラン   18  人 l 30%  1 
l その他 @  1  人 @  2%  1 

略文書は必ずしも 定義上の戦略であ る必要は 

ないのかもしれない 全社経営戦略文書で 戦 

略を示し、 分野技術戦略文書でいわゆる 戦術 

を定めているとすれば、 全体としては 望まし 

い形をなしているのかもしれないからであ る 

アン ゾフ は戦略的決定の 定義を「企業の 内 

部ではなく、 企業の外部の 問題にかかわるも 

ので、 具体的には企業の 製品ミックスにかか 

わるもの」としている [4], ところが今回の 調 

査 では、 表 2 一間 5 の結果に示されているよ 

うに「他社・ 大学等との連携計画」「競合他社 

の研究開発状況」 といった企業にとって 外部 

にあ る事項の記載率が 低いという傾向があ る - 

上記の点も含めて、 今後技術戦略の 作成の 

実態について、 戦略と戦術の 関係にも着目し 

て、 さらに調査・ 研究を続けたい この際、 「分 

野技術戦略文書」だけの 分析で完結させるの 

ではなく、 「 会 社経営戦略文書」「会社技術 職 

略文書」「分野経営戦略文書」としてあ げられ 

た文書との関係にも 注意を払いたい ， 
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( 米 m) 比率は有効回答数 99 人に対する値であ る， 

( 米 2) 比率は総回答数 137 人に対する値であ る。 

( 米 3) 比率は有効回答数 111 人に対する値であ 

る 

( 米り 比率は有効回答数 61 人に対する値であ る。 

「 ( 次 ) 年度研究費計画」のような 短期的な行 

動計画であ る 

ただし、 戦略文書と呼称されているものに 

戦術が記載されている 状態を、 そのことのみ 

によって不適切であ ると断定はできないだろ 

う 定義上は戦術に 分類される事項であ って 

i, 、 必要に応じて 戦略文書に記載されろべき 

ことがあ るかもしれない あ ろいは、 技術 職 

技術戦略文書を 作成する目的の 一つに、 業 

務上の意思決定に 指針を与えことがあ るはず 

であ る 従って、 分野技術戦略文書が 業務に 

役立っているか 否かを分けている 要因につい 

て 考察することは 重要であ る - 

アンケートでは「分野技術戦略文書は 業務 

に役立っているか」という 質問 ( 表 2 一間 6) 

を行っている この質問に対して、 「それに基 

づいて業務を 遂行している」との 回答のあ っ 

た 7 2 の文書を「業務に 活用されている 文書」、 

「業務に影響を 与えている」「あ まり役立って 

いない」 との回答のあ った 執 () の文書を「業 

務に活用されていない 文書」と定義し、 他 (/) 
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項目との間でクロス 集計を行った : 5% の 有 また、 内容を周知させる 方法や周知される 項 

意 水準で有意だったものをあ げると、 業務に 目 による相違は、 これらの項目で 有効回答数 

活用されている 文書は、 表 3 に示すよ う に 、 

次の特徴を有していた - 

・会社経営戦略文書と 整合性を取って 作成さ 

れている割合が 相対的に高い 

・記載項目の 数が相対的に 多い 

・記載項目の 中では「事業貢献の 目標」「重点 

領域の特定，新領域の 提案」「知的財産・ 学 

術論文等に関する 推進計画」「研究開発の 目 

標 期間」「研究開発の 実施部門」「他社・ 大 

学等との連携計画」に 言及している 率が相 

対的に高い 

しかし一方では、 文書の作成担当部門、 計 

画期間、 見直し周期によって、 業務に活用さ 

れているかどうかに 違いはみられなかった 

表 3  業務に活用されている 分野技術戦略 

文書の特徴 

「研究開発の 目標期間」 へ 
の 言及率 88%  59% 

「研究開発の 実施部門」 へ 
の 言及率 8 Ⅰ㍉ 59 件 

「他社・大学等との 連携 計 
画 」への言及率 Ⅰ 1@ イ ;             

が 少なかったこともあ り、 確認できなかった   

4. 3  その他のクロス 集計の結果 

クロス集計は 他にも行った ， 例えば、 「 技 

術 ・製品。 のライフサイクル」が 長い企業では 

分野技術戦略文吾の「計画期間」も 長いので 

はないか、 と推測できる ，そこで「技術・ 製 

品のライフサイクル」などの 回答者の属性と、 

分野技術戦略文書の 記載事項との 間にあ る相 

関関係を検証した しかし 5% の有意水準で 

検定した結果、 そのような相関関係は 一部の 

例外を除いて 確認できなかった - 例外的に相 

関関係を確認できたものも、 「社内ベンチヤ 一 

を推奨している 企業は分野技術戦略文吾に 社 

内ベンチヤ一の 計画を記載している 率が高 

い」といった 比較的自明のことであ って 、 体 

系 的な発見ではなかった - 

5  結論 

MOT 一 WG l によるアンケート 調査の結 

果 、 事業部あ るいは特定の 技術分野の技術戦 

略を記述した 分野技術戦略文吾 は ついて、 次 

のことが明らかになった - 

(1 ) 回答者の所属部門の 7 割以上が分野枝 

術 戦略文書を作成していた 作成担当部門は 

企画部、 文書が目標とする 期間は 5 年間、 文 

書の見直し周期は 毎年とした者が 最も多かっ 

た - 

(2) 「重点領域の 特定・新領域の 提案」「研 

究開発の目標期間」 「研究開発の 実施部門」 

「 ( 次 ) 年度研究開発計画」などの 記載率が高 

く、 「他社・大学等との 連携計画」「競合他社 

の 研究開発状況」などの 記載率が低かった 
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(3) 文書の内容を 周知させる方法は「文書 

として配布」が 多かった 「中長期研究開発投 

資の規模」「中長期人員計画」を 周知させると 

する率が現実の 記載率よりも 低かった 

(4) 分野技術戦略文書には 戦術に属すると 

考えられるような 短期的な行動計画も 記載さ 

れていた - また、 戦略の要件とも 言われてい 

る企業とって 外部にあ る事項の記載率が 低い 

ことがわかった 今後戦略と戦術の 関係等 か 

らの調査・研究が 必要であ る， 

(5) 「分野技術戦略文書は 業務に役立ってい 

るか」という 問いへの回答をもとに、 「業務に 

活用されている 文書」 と「業務に活用されて 

いない文書」の 相違点を分析した 業務に活 

用されている 文書は 、 

・ 会 社経営戦略文書と 整合性を取って 作成さ 

れていた 

・記載項目の 数が相対的に 多かった 

・記載項目の 中では「事業貢献の 目標」「重点 

領域の特定・ 新領域の提案」「知的財産・ 学 

術論文等に関する 推進計画」「研究開発の 目 

標期間」「研究開発の 実施部門」「他社・ 大 

学 等との連携計画」に 言及していた - 

・しかし一方では、 文書の作成担当部門、 計 

画期間、 見直し周期によって、 業務に活用 

されているかどうかに 違いはみられなかっ 

た @ 

(6) 企業の「技術・ 製品のライフサイクル」 

などの項目と 分野技術戦略文書の 記載事項と 

の間の相関関係は、 一部の例外を 除いて確認 

できなかった 
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